
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞ 

交付限度額 12億 1198万円     

うち令和７年度 交付決定額 12億 1198万円（100%） 

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%） 

残額 0円（0%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆プレミアム付商品券事業 事業費：８億７，５４６万円  ※食料品特別加算を活用 

 米などの食料品の物価高騰により影響を受ける生活者の負担軽減等を目的としてプレミアム付商品券（5,000円/人）を発行する。 

 

◆水道料金減免事業 事業費：５億２００万円 

 物価高騰の影響を受けた生活者等に対する支援として、水道料金の基本料金を８か月間免除する。 

 

◆物価高騰に係る学校給食費負担軽減事業（R7補正分） 事業費：１億２，２８４万円  ※食料品特別加算を活用 

 物価高騰の影響に伴う学校の給食費増大による保護者負担を軽減するため、給食費の値上がり部分（11,828円/年）を市が負担する。 

 

事業者支援 

◆収益力向上・賃上げ環境整備補助事業 事業費：３，０００万円 

 エネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等の負担緩和や賃上げ環境の整備促進を目的として、給与等の引き上げ方針を表明することを条件に、収益

力向上に資する新たな事業に要する費用を補助（上限 1,000千円×30 者）する。 

 

◆若者人材確保のためのＷｅｂ対策支援事業 事業費：１，５００万円 

 エネルギー価格高騰の影響を受けつつ、若手の採用難という深刻な課題にも同時に直面する中小企業等が、エネルギー価格高騰に対応し事業を継続しな

がらも、同時に実効性のある若手採用の取組みを遂行できるよう、当該事業によりＷｅｂを活用した採用活動に必要な費用を補助（上限 250千円×60 者）

することで、エネルギー価格高騰による中小企業等の負担緩和を図る。 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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